
平成19年度のバランスシートの説明

資産は 2兆4,343億 円となり、 590 億円の減少

負債は 1兆2,197億 円となり、 140 億円の増加

正味資産は 1兆2,147億 円となり、 730 億円の減少

【資産】

1 有形固定資産

有形固定資産には、土地、建物等があり、行政目的別に区分されています。
前年度と比較しますと、土木費で147億の減、農林水産業費で150億円の減となっています。

2 投資等
投資等は、企業会計や第三セクターへの出資金、貸付事業額を計上しています。
前年度と比較しますと、投資および出資金で40億円の増加、貸付金で75億円の減となっています。

貸付金は、貸付金の回収などが主な減の要因です。

3 流動資産

未収金については、前年度より1億円減の124億円となり、流動資産合計は510億円となっています。

【負債の部】

1 固定負債
(1) 地方債

(2) 債務負担行為

三重県においては、対象となる債務負担がないため、0となっています。
（バランスシートには計上していませんが、欄外に債務負担行為設定額を注記しています。）

前年度と比較しますと、発行額は59億円増の1,001億円で、償還を差し引いた全体の残高は209億円増の
9,918億円となっています。

ＰＦＩ等の手法により整備した資産で、債務負担行為による債務が残っているが、既に物件の引渡しを受
けたものについては、今後の支払予定額をもって資産計上し、見返り財源として「債務負担行為」を負債
科目に計上します。

また、歳入歳出決算書の収入未済額のうち、県税に関するものを「地方税」欄に、分担金および負担金や
諸収入などに関するものを「その他」に計上しています。

本年度は、歳出額の減及び県税収入の増にもかかわらず、地方交付税が平成19年においても引き続き
総額の抑制が図られたことによる、地方交付税減額の影響が大きく、財政調整基金5億円の減少や県債
管理基金176億円の減少により、現金・預金の合計が前年度より197億円減少し、386億円となっていま
す。

負債とは、将来に支払いや返済の必要があるもので、バランスシート作成基準日（平成20年3月31日）
翌日から一年以内に支払期限が到来するものを流動負債、それ以外を固定負債としています。

地方債のうち、作成基準日における地方債残高から、翌年度に予定されている元金償還額を控除した額
を計上しています。

資産は、地方公共団体の経営資源として用いられると見込まれるもので、現金・預金、土地、建物、備
品、未収金、貸付金等です。

農林水産業費については、農業農村整備にかかる資産で79億円の減、土木費については、砂防にかか
る資産で25億円の増があったものの、道路にかかる資産で131億円の減となり、土木費全体では減少と
なっています。

投資および出資金については、上水道事業会計への出資37億円等により増となっています。

流動資産は流動性の高い基金である財政調整基金や減債基金、形式収支に相当する歳計現金を計上
しています。



(3) 退職給与引当金
作成基準日に職員全員が普通退職したと想定した場合の退職金の総額を負債として計上しています。

２ 流動負債
(1) 翌年度償還予定額

(2) 翌年度繰上充用金

【正味資産の部】

１ 国庫支出金

２ 一般財源等
資産額から負債および国庫支出金を除いた金額で、前年度から658億円減の5,597億円となっています。

繰上充用は歳入が歳出に不足する場合、翌年度の歳入を繰り上げてその年度の歳入に充用することを
いいます。
三重県においては該当ありません。

地方公共団体には民間企業の「資本」に該当する概念がないため、借方に計上される資産のうち、既に
住民から支払われた税金などの一般財源等や、国からの補助金を「正味資産」と呼んでいます。

普通建設事業に充てられた国庫支出金の累計額で、用地取得費に充てられたもの以外は、耐用年数に
あわせた償却を行っています。

前年度と比較すると、73億円減の6,250億円となりました。土木費のうち砂防で14億円の増があったもの
の、農林水産業費のうち農業農村整備で37億円の国庫支出金の減が主な要因です。

地方債のうち、作成基準日の翌日から1年以内に償還を予定している元金償還額を計上しています。

当年度は「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく算出方法によって計上しました。


